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株　主　各　位
東京都中央区日本橋堀留町一丁目８番12号
ホ ウ ラ イ 株 式 会 社
代表取締役社長 寺 本 敏 之

１．日 時 2021年12月17日（金曜日）午前10時（受付開始：午前９時）
２．場 所 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館７階　701号会議室
(末尾の会場ご案内図をご参照ください)

３．目 的 事 項
報 告 事 項 第138期（2020年10月 1 日から

2021年 9 月30日まで）事業報告及び計算書類報告の件
　決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件
第２号議案 取締役７名選任の件

     

第138期定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第138期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　なお、新型コロナウイルス感染症拡大防止のため、株主総会へのご出席に際しましては、株主総会
開催日時点での流行状況やご自身の体調をご確認のうえ、感染防止にご配慮賜りますようお願い申し
上げます。
　当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、お手数ながら後
記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、2021年
12月16日（木曜日）午後５時30分までに到着するようご返送いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

以　上

１. 事業報告、計算書類及び株主総会参考書類に修正をすべき事情が生じた場合は、インターネットの当社ウェ
ブサイト（https://www.horai-kk.co.jp/）において、修正後の事項を掲載させていただきます。

２. 当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し
上げます。
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第138期 ( 2020年10月 1 日から
2021年 9 月30日まで ) 事業報告

添付書類

Ⅰ　会社の現況に関する事項
1．事業の経過及びその成果

当事業年度におけるわが国経済は、新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況が続
き、非製造業の企業収益や個人消費を中心に停滞が見られました。経済活動が段階的に再開し、
感染拡大防止策やワクチン接種が進む中、持ち直しの動きが見られる一方で、変異株ウイルスに
よる感染拡大等から緊急事態措置やまん延防止等重点措置が長期化する等、先行き不透明な状況
が続きました。

このような状況下、当社は各事業がそれぞれの特性に応じた施策の推進に努めました。営業収
益は、保険事業、千本松牧場、ゴルフ事業は前期を上回りましたが、不動産事業は前期を下回
り、全体では前期比増収となりました。営業総利益は、全事業で前期比増益となりました。一般
管理費は前期を下回り、営業利益は前期比増益となりました。

当事業年度の経営成績は、営業収益が4,846百万円（前期比127百万円増）、営業総利益は
826百万円（前期比316百万円増）、一般管理費は619百万円（前期比34百万円減）となり、営
業利益は206百万円（前期比350百万円改善）となりました。営業外収益にゴルフ会員権消却益
147百万円（前期比89百万円減）を計上したことを主因に、経常利益は358百万円（前期比177
百万円増）、当期純利益は214百万円（前期比43百万円増）となりました。

次に各事業別の概況につきまして、以下のとおりご報告申し上げます。
 ⑴ 保険事業

お客様とのリレーションを強化し、リスク分析に基づくそれぞれのニーズに応じた保険商品の
提案を行うコンサルティング営業を推進しました。営業収益は、損害保険分野で既存契約の更改
が順調に進んだことに加えて、損害保険・生命保険の双方で新規のご契約を数多くいただいたこ
とを主因に両分野とも増加し、全体で1,121百万円（前期比23百万円増）となりました。営業
原価は経費の抑制により前期を下回り、営業総利益は390百万円（前期比33百万円増）となり
ました。
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 ⑵ 不動産事業
賃貸オフィスビルの入居率はほぼ満室状態で安定的に推移し、前期に取得した新規賃貸レジデ

ンスの賃料収入の寄与もありましたが、前期に建物一括賃貸借契約を解約した新宿ホウライビル
の賃料収入の減少を主因に、営業収益は1,210百万円（前期比166百万円減）となりました。営
業原価は新宿ホウライビルの賃借料の減少などにより前期を下回り、営業総利益は603百万円
(前期比32百万円増）となりました。

 ⑶ 千本松牧場
新型コロナウイルス感染症の影響により厳しい状況が続く中、各種メディアを通じた積極的な

広告宣伝や、ご来場者様により楽しんでいただける施設づくりに努めましたが、緊急事態宣言長
期化等の影響から、観光施設のご来場者数は前期を下回り、前期比減収となりました。外販営業
は、地元量販店、商業施設向けの一部が減少した一方、企業ギフト、首都圏卸売りが伸長し、前
期比増収となりました。酪農は、搾乳牛の累計頭数の増加及び1頭当たりの搾乳量の増加から、
前期比増収となりました。この結果、営業収益は全体で1,711百万円（前期比31百万円増）と
なりました。営業原価は人件費、経費の抑制により前期を下回り、営業総損失は165百万円（前
期比36百万円改善）となりました。

 ⑷ ゴルフ事業
Ｗｅｂを中心とした多岐にわたるプランのご案内、スループレー導入、ホウライカントリー倶

楽部におけるセルフプレーの継続、冬期営業日拡大等のご来場者様の増加へ向けた取り組みに加
え、ご来場の楽しみが増えるポイントサービスの導入、クラブハウス売店におけるお土産品の充
実、スタイリッシュなウェア販売と売り場美化、接遇向上等、ご来場者様によりご満足いただけ
るゴルフ場づくりに努めました。また、５月に西那須野カントリー倶楽部で開催された新たな男
子プロトーナメントは、テレビ等のメディアを通じ、わが国有数のゴルフ場としての認知度向上
に繋がりました。この結果、ご来場者数は前期を大幅に上回り、営業収益は802百万円（前期比
239百万円増）となりました。営業原価は、ご来場者様の増加に伴い支払手数料や販売促進費が
増加したことから前期を上回り、営業総損失は２百万円（前期比215百万円改善）となりまし
た。
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2．会社が対処すべき課題
お客様にご満足いただける商品やサービスの提供、当社の特性を活かした成長戦略の推進によ

る多面的収益基盤の強化、地域・社会との共生、株主の皆様への安定した配当、そして事業パー
トナーであるお取引先様との信頼関係の強化等、各領域において、役職員全員が一体となって協
調・推進・努力し、永続的な成長を目指していくことが、当社の責務であり経営課題でありま
す。

当事業年度は、新型コロナウイルス変異株等による感染症拡大の影響を通期にわたって受ける
など、大変厳しい環境が続きましたが、お客様目線で「安心・安全」かつ「快適」なサービス・
商品等の提供、並びに中期経営計画で掲げた千本松牧場・ゴルフ事業の業績回復（千本松ルネサ
ンス）をはじめとした主要施策への積極的な取り組みにより、業績は回復基調となっておりま
す。

新型コロナウイルス感染症については、デルタ株・ラムダ株などの変異種による感染動向、年
末にかけての第６波発生懸念など依然として不透明感は残るものの、若年層から年配層までのワ
クチン接種の進展や、日常生活における感染対策の浸透などウィズコロナ・アフターコロナに向
けた経済活動への道筋も少しずつ見えてくるものと考えております。

今後とも、当社を取り巻く事業環境の大きな変化に対しては、現在推進している中期経営計画
（2021年９月期～2023年９月期）で掲げた「お客様を起点とした改革の実行」「ビジネスチャ
ンスへの変換」等により、経営基盤の強化と持続的成長を実現することで、「企業価値の向上」
を目指してまいります。

また、2015年９月に国連にて採択された「我々の世界を変革する:持続可能な開発のための
2030アジェンダ」とその目標である「持続可能な開発目標（ＳＤＧｓ）」への取り組みに対して
貢献できるよう、ＳＤＧｓを意識したサステナビリティ経営への取り組みも進めてまいります。

これらの取り組みをしっかり積み重ねていくことで着実な利益体質への変革を推進し、３ケ年
の中期経営計画の最終年度目標（2023年９月期）として設定した「営業利益５億円」の達成に
向けて確実に歩みを進めてまいります。

   各事業別施策の主なものは、次のとおりであります。
事業部門・本社部門での主要施策における共通認識として、①様々な事業環境の変化を踏まえ

た態勢整備、ビジネスチャンスへの変換、②お客様目線の徹底に立ち返った収益構造改革の着実
な実行（お客様との対話を通じた「安心・安全」かつ「快適で満足度の高い商品・サービスの提
供」など）、③経費構造改革の聖域なき推進、④当社の最大の強みである「質の高いお客様基
盤」の有効活用と更なる拡充、⑤未来に向けた持続的発展を目指した「地球・人間・社会の調和
と共生」への取り組み推進により、経営基盤の強化と持続的成長を実現し、「企業価値の向上」
を目指してまいります。
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（保険事業）
「守りから攻めへの営業転換」により、今までとは異なる次元まで進化した代理店を目指しま
す。具体的には業務品質の向上を追求し続けるとともに、お客様への最適なリスクソリューショ
ンの提案により、事業・生活に関するリスク管理パートナーとしての信頼と評価を獲得し、お客
様のリスク管理パートナーとしてのファーストコール代理店の地位を強固にしてまいります。

そして、損害保険・生命保険の普及を通じて、「安心かつ安全で持続可能な社会の実現」と「国
民生活と経済の安定と向上」への取り組みを推進し、以下を柱とするサステナブルな成長の実現
を推進してまいります。

①お客様にとって最適なリスクソリューションをサポートする総合提案力の向上
②高い業務品質を実現しお客様の期待にお応えするとともに、業務の効率化・迅速化の推進
③お客様の信頼をベースとした取引拡大による持続的成長を実現し得る組織・体制の強化

（不動産事業）
最大の使命である「テナント様・入居者様への『安心・安全』かつ『快適』な空間の提供」に

よるサステナビリティの追求をミッションとし、適切な修繕・更新投資の実施によるビルグレー
ドの維持向上を図り、「安心・安全」かつ「快適」な空間の提供によるお客様満足度の確保と賃料
収入向上の両立を目指すとともに、空調機器更新等の省エネ型設備への移行により、環境保全に
配慮したサステナブルな賃貸不動産の運営を推進してまいります。

また、更新投資の進捗と収益力向上の状況を見極めるとともに、優良資産の取得並びに優良資
産への入替による所有資産ポートフォリオ再構築を図ることで収益力強化を進めてまいります。

（千本松牧場）
徹底したコスト構造改革により、赤字領域の縮小並びに黒字領域への経営資源の投入を進める

とともに、ご来場いただいたお客様に満足してお帰りいただけるような新たな仕組みを作り、よ
り高度化するお客様のニーズに柔軟に対応できる態勢を構築してまいります。

具体的には、「酪農領域の効率化」、「自社工場の効率的な運営」等の推進、「営業戦略」では販
売戦略・チャネル等の見直しを進めております。「自社工場の効率的な運営」としては、2021年
10月より牛乳について外部でのＯＥＭ製造に移行いたしました。また、「牧場（アトラクショ
ン・飲食・お土産等）」においては、ご来場いただいたお客様に「安心・安全」かつ「快適で楽し
い」仕組みづくりとして、新コンセプト「PURE MILK FARM」に基づく「牧場らしさ」を追求
し、リニューアルオープンした「グリルハウス」「ファームレストラン」をはじめとする既存施
設・サービスの改廃を順次行うとともに、魅力ある商品づくりとして、自社工場でのチーズ製
造・販売など商品コンセプトの見直しを進め、収益体質の強化により営業利益の黒字化を目指し
ます。

また、ＳＤＧｓの目指す自然環境への取り組みに関係性が高い事業領域でもあり、当社理念で
ある「自然との共生」に基づき従来から取り組んできた環境対応を更に推進し、以下を柱とする
サステナブルな事業運営を進めてまいります。
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①牧場で飼育する乳牛のふんを自社施設にて、牛のベッドとなる敷料に加工したり、広大な畑
   に撒く堆肥を製造し、自家製飼料作物の育成に活用するなどの循環型酪農を推進
②土・牧草づくりから乳製品製造販売に至る「こだわり」が創造する「安心・安全な食品づく
   り」への取り組み
③工場や販売・サービス等の製販過程で使用しているプラスティック製品からの脱却による環
   境問題への取り組みの推進
④当社は牧場全体が「鳥獣保護区」に指定されており、オオタカやオオジシギのような準絶滅
   危惧種の野鳥保護をはじめ、広大な森林の適切な管理により生物多様性保全への積極的な取
   り組み

（ゴルフ事業）
「お客様によりお喜びいただけるサービス」と「徹底したローコストオペレーション」を両立

し、ご来場者様に、お支払いいただく料金以上に満足いただけるゴルフ場実現に邁進いたしま
す。

具体的には、ご来場からお帰りまで「安心・安全」「快適」にプレーいただけるよう、新型コロ
ナウイルス等感染防止対策の徹底、「おもてなし」の一層の充実、コースコンディションのきめ
細やかな管理、魅力あるプレープランの提供などを進めるとともに、一段の効率運営に取り組
み、課題である営業利益の黒字転換を図り、収益体質の強化を図ってまいります。

また、ゴルフ事業を通じたＳＤＧｓへの取り組みとして、広大な原生林がコース内に有る魅力
溢れる自然環境に配慮した設備導入・薬剤利用を推進し、より多くのゴルフ愛好家の心と身体の
健康を支えてまいります。

３．設備投資の状況
　当事業年度は、さくら堀留ビル空調設備改修工事147百万円、巣鴨室町ビル空調設備改修工事
43百万円ほか、総額428百万円の設備投資を実施いたしました。

４．資金調達の状況
　所要資金につきましては、自己資金と金融機関からの借入により調達いたしました。
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年　度

区　分

第 135 期 第 136 期 第 137 期 第 138 期
（当事業年度）

2018年９月期 2019年９月期 2020年９月期 2021年９月期

営 業 収 益(百万円) 5,335 5,399 4,718 4,846

営 業 利 益(百万円) 227 160 △143 206
経 常 利 益(百万円) 431 361 181 358

当 期 純 利 益(百万円) 342 302 170 214

１株当たり当期純利益 (円) 245.02 216.94 122.25 153.29

総 資 産(百万円) 17,963 20,606 19,202 19,021

純 資 産(百万円) 7,625 7,848 7,905 8,122

５．営業成績及び財産の状況の推移

事 業 区 分 事 業 内 容

⑴　保 険 事 業

①　損 保 代 理 店 火災、自動車等総合損害保険代理店業務

②　生 保 募 集 終身、定期及びがん保険を主とする生命保険募集業務

⑵　不 動 産 事 業 賃貸不動産の運営・管理、不動産の売買・仲介

⑶　千 本 松 牧 場 飼料生産、乳牛の飼育、搾乳、牛乳・乳製品の製造・販売、及びレストラ
ン・観光施設の運営

⑷　ゴ ル フ 事 業 ゴルフ場（ホウライカントリー倶楽部及び西那須野カントリー倶楽部）経営

６．主要な事業内容（2021年９月30日現在）
　当社は次のとおり、保険、不動産、千本松牧場、ゴルフの４事業を営んでおります。
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○本社事務所：東京都中央区日本橋堀留町一丁目８番12号
○営　業　所：さくら堀留ビル、東京保険部 （東京都中央区）

名古屋支店 （名古屋市）
大阪支店 （大阪市）
福岡支店 （福岡市）
千本松売店・レストラン等、ホウライカントリー倶楽部、
西那須野カントリー倶楽部 （栃木県那須塩原市）

○工　　　場：那須乳業工場 （栃木県那須塩原市）
○牧　　　場：千本松牧場 （栃木県那須塩原市）

７．主要な営業所及び工場（2021年９月30日現在）

従 業 員 数 前 事 業 年 度 末 比 増 減 平 均 年 齢 平均勤続年数

190名 ３名減 48歳２月 12年11月

８．従業員の状況（2021年９月30日現在）

（注）１. 従業員数は就業人員であります。
２. 従業員数には、パートタイマー（１日８時間換算70名）及び準社員（41名）、計111名は含まれて

おりません。

９．主要な借入先の状況（2021年９月30日現在）
⑴　借  入  先     株式会社三井住友銀行
⑵　借  入  額     2,900百万円
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⑴　発行可能株式総数 3,720,000株
⑵　発行済株式の総数 1,404,000株
⑶　当事業年度末株主数 869名（前事業年度末比12名減）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率

室 町 ビ ル サ ー ビ ス 株 式 会 社 178,100株 12.75％

室 町 殖 産 株 式 会 社 99,100株 7.09％

株 式 会 社 帝 国 倉 庫 90,120株 6.45％

株 式 会 社 ケ イ エ ム コ ー ポ 70,000株 5.01％

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 69,400株 4.97％
THE HONGKONG AND SHANGHAI 
BANKING CORPORATION LIMITED - 
HONG KONG PR IVATE  BANK ING 
DIVISION CLIENT A/C 8028-394841
( 常 任 代 理 人 　 香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店 )

59,900株 4.29％

ホ ウ ラ イ 従 業 員 持 株 会 53,160株 3.80%
THE HONGKONG AND SHANGHAI 
B A N K I N G  C O R P O R A T I O N  L T D  - 
S I N G A P O R E  B R A N C H  P R I V A T E
BANK ING D IV I S ION CL I ENT  A/C
8221-563114
( 常 任 代 理 人 　 香 港 上 海 銀 行 東 京 支 店 )

46,700株 3.34%

三 井 住 友 海 上 火 災 保 険 株 式 会 社 36,000株 2.57％

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 30,000株 2.14％

三 井 松 島 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 30,000株 2.14％

Ⅱ　会社の状況に関する事項
１．株式に関する事項（2021年９月30日現在）

⑷　大株主（上位11名）

（注）１. 持株比率は自己株式（7,744株）を控除して計算しております。
２. 2020年７月６日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書（変更報告書）において、2020年

６月29日現在で、重田光時氏が99,200株（株券等保有割合7.07％）及びその共同保有者である株式
会社鹿児島東インド会社が3,300株（同0.24％）の株式を保有している旨が記載されておりますもの
の、当社として2021年９月30日現在における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主
には含めておりません。
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(5)当事業年度中に当社役員に対して職務執行の対価として交付された株式の状況
　該当する事項はありません。

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況
代 表 取 締 役 社 長
兼 社 長 執 行 役 員 寺 本 敏 之

取締役兼専務執行役員 森 　 禄 弘 千本松事務所長兼千本松牧場本部担当
兼ゴルフ事業本部担当

取締役兼専務執行役員 林 　 周 毅 保険事業本部担当

取締役兼常務執行役員 萩 尾 哲 也 総合企画部長兼財務企画部担当
兼ＩＴ統括部担当兼不動産事業本部担当

取締役常務兼執行役員 上 田 良 英 人事部長兼総務部担当

取 締 役 柴 田 征 範 虎門中央法律事務所弁護士　パートナー

取 締 役 武 藤 隆 明

常 勤 監 査 役 斎 藤 淳 一

監 査 役 国 吉 　 誠

監 査 役 三 浦 芳 美

２．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役の氏名等（2021年９月30日現在）

（注）１. 取締役柴田征範氏及び武藤隆明氏は、社外取締役であります。
２. 監査役国吉誠氏及び三浦芳美氏は、社外監査役であります。
３. 当社は社外取締役柴田征範氏及び武藤隆明氏並びに社外監査役国吉誠氏及び三浦芳美氏を、東京証券

取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。
４. 常勤監査役斎藤淳一氏は、「公認内部監査人（ＣＩＡ）」の資格を保持し当社内部監査室長を３年間

務めた他、「国際公認投資アナリスト（ＣＩＩＡ）」の資格を保持し金融機関勤務経験から財務及び
会計に関する相当程度の知見を有しております。

５. 社外監査役国吉誠氏は、金融機関での経験・知識や、長年にわたり経営コンサルティング、精密小作
機械メーカー、資金決済サービス等、様々な業界の経営経験で培った幅広い見識を有しており、財務
及び会計に関する相当程度の知見を有しております。
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地 位 氏 名 担 当

上 席 執 行 役 員 藤 本 　 敦 社長付（特命担当）

上 席 執 行 役 員 畑 　 秀 行 保険事業本部長兼保険事業本部東京保険部長

上 席 執 行 役 員 金 澤 隆 雄 保険事業本部副本部長兼保険事業本部業務統括部長

執 行 役 員 磯 谷 公 成 保険事業本部副本部長

執 行 役 員 大 澤 明 子 保険事業本部業務統括部部長

執 行 役 員 大 嶋 雅 樹 総務部長

執 行 役 員 三 野 　 眞 財務企画部長兼ゴルフ事業本部副担当

執 行 役 員 松 浦 美 香 ＩＴ統括部長

執 行 役 員 中 村 敏 裕 保険事業本部名古屋支店長

執 行 役 員 三 野 進 一 千本松牧場本部長
兼千本松牧場本部営業推進部長兼直販サービス部長

６. 社外監査役三浦芳美氏は、金融機関での経験・知識や、長年にわたり生命保険、証券、情報システム
等、様々な業界の企業経営で培った幅広い見識を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知見
を有しております。

７. 当社は、社外取締役柴田征範氏及び武藤隆明氏、監査役斎藤淳一氏、社外監査役国吉誠氏及び三浦芳
美氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、その職務を行うにつき善意でかつ重
大な過失がないときは、会社法第425条第１項に定める最低責任限度額をその責任の限度とする旨の
契約を締結しております。

８. 当社は取締役、監査役及び執行役員の全員を被保険者とする会社法第430条の３第１項に規定する役
員等賠償責任保険契約を保険会社との間で締結しております。保険料は特約部分を含めて会社が全額
負担しており、被保険者の実質的な保険料負担はありません。
当該保険契約では、被保険者が会社の役員等の地位に基づき行った行為（不作為を含む。）に起因し
て損害賠償請求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用等が補填されることと
なります。但し、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因して生じた損害は補填され
ない等の一定の免責事由があります。
なお当社は、当該保険契約を2021年12月に同様の内容で更新することを予定しております。

９. 取締役を兼務していない執行役員の氏名、地位及び担当は次のとおりであります（2021年９月30日
現在）。
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氏 名 変 更 後 変 更 前

金 澤 隆 雄 上席執行役員
保険事業本部副本部長

上席執行役員
保険事業本部副本部長
兼保険事業本部業務統括部長

三 野 　 眞 執行役員
財務企画部長

執行役員
財務企画部長
兼ゴルフ事業本部副担当

区分 報酬等の総額
報酬等の種類別の総額 対象となる

役員の員数固定報酬 非金銭報酬等 業績連動報酬等
取締役

（うち社外取締役）
 134,178千円
  （7,350）

 125,240千円
  （7,350）

－
8,938千円

（－）
10名

（２）
監査役

（うち社外監査役）
   19,740千円
  （8,400）

   19,740千円
  （8,400）

－ －
３名

（２）
合計

（うち社外役員）
 153,918千円
（15,750）

 144,980千円
（15,750）

－
8,938千円

（－）
13名

（４）

10．2021年10月１日付で取締役及び執行役員の担当を次のとおり変更しております。

⑵　取締役及び監査役の報酬等の総額等

（注）１. 上記の取締役及び監査役の支給員数には、当事業年度に退任した取締役３名を含んでおります。
２. 2020年12月18日開催の第137期定時株主総会終結の時をもって任期満了により退任した取締役３

名に対して、役員退職慰労金として11,220千円を支給しております。
３. 業績連動報酬等に関する事項

 業績指標等を基礎として算定される金銭報酬である賞与を業績連動報酬等としております。持
続的な成長と企業価値向上に向けて経営上重視する指標が営業利益であるため、これをもって
業績連動報酬等の額の算定に際して参照する業績指標としております。
 業績連動報酬等の額の算定方法は、「⑸取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等　②
算定方法」に記載のとおりです。
 当事業年度を含む営業利益の推移は、7ページに記載のとおりです。

⑶　取締役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
 　　取締役の報酬限度額は、1991年12月24日開催の第108期定時株主総会において年額540百万円

以内と決議しております。当該株主総会終結時点の取締役の員数は19名です。
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⑷　監査役の報酬等についての株主総会の決議に関する事項
　　監査役の報酬限度額は、1994年12月21日開催の第111期定時株主総会において年額48百万円以
      内と決議しております。当該株主総会終結時点の監査役の員数は4名です。

⑸　取締役の個人別の報酬等の内容に係る決定方針等
　①取締役の報酬体系
　・方針

当社の取締役の報酬体系は、持続的成長と企業価値向上に向けたインセンティブとして機能する
体系としております。

　・報酬体系
取締役の報酬は、固定報酬（金銭報酬）としての基本報酬（月額報酬）、退職慰労金と業績連動
報酬としての賞与（金銭報酬）により構成されます。
なお、社外取締役については、監督機能および独立性確保の観点から業績と連動させず基本報酬
（月額報酬）のみで構成されます。

　②算定方法
　・固定報酬のうち、基本報酬（月額報酬）は、職位ごとに幅を持たせた基準額を設定し、職位の難

易度、業績等により基準額内で個人別の報酬額を決定します。
　・固定報酬のうち、役員退職慰労金は、退任する取締役の役位、在任年数に応じて算定いたしま

す。
　・業績連動報酬（賞与）は、各事業年度の業績や目標達成度に連動する報酬として事業年度終了後

に支給します。算定にあたっては、職位ごとに幅を持たせた基準額を基に、各事業年度の営業利
益の目標達成度・実績および個人業績に応じて算定し、基準額の0～200％の範囲で決定します。

　③報酬等の割合に関する方針
種類別の報酬割合については、全報酬に占める業績連動報酬（賞与）の割合は1割程度とすること
を基本方針としています。社外取締役については、前述のとおり、固定報酬としての基本報酬の
みを支払うこととしております。

　④取締役の個人別の報酬等の内容についての決定に関する事項
個人別の報酬等の内容については、株主総会で決議された総額の範囲内で、取締役会決議に基づ
き、代表取締役社長寺本敏之が委任を受け、各取締役の報酬額を決定しています。
委任する理由は、当社全体の業績や事業環境を勘案しつつ、各取締役の担当する業務について、
定量と定性の両面から評価を行うには、代表取締役社長が最も適していると判断したためであり
ます。
なお、当事業年度においては、上記に基づき決定しております。
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区 分 及 び 氏 名 重 要 な 兼 職 先 及 び 当 社 と の 関 係

取締役 柴 田 征 範 重要な兼職先：虎門中央法律事務所弁護士　パートナー
重要な兼職先と当社との間には特別な関係はありません。

区 分 及 び 氏 名 主 な 活 動 状 況 及 び 社 外 取 締 役 が 果 た す こ と が
期 待 さ れ る 役 割 に 関 し て 行 っ た 職 務 の 概 要

取締役 柴 田 征 範

当期に開催された取締役会すべてに出席し、主に弁護士としての豊富な経
験に基づき、専門的見地から発言を行っております。また、上記のほか、
独立役員としての客観的立場から、業務の執行に対する監督機能を適切に
果たしております。

取締役 武 藤 隆 明

就任後に開催された取締役会10回すべてに出席し、小売業（百貨店業）
での経験・知識や、長年にわたる管理部門で培った豊富な経験・知見に基
づく発言を行っております。また、上記のほか、独立役員としての客観的
立場から、業務の執行に対する監督機能を適切に果たしております。

監査役 国 吉 　 誠
当期に開催された取締役会及び監査役会すべてに出席し、金融機関での経
験・知識や、長年にわたる様々な業界の企業経営で培った幅広い見識に基
づく発言を行っております。

監査役 三 浦 芳 美
当期に開催された取締役会及び監査役会すべてに出席し、金融機関での経
験・知識や、長年にわたる様々な業界の企業経営で培った幅広い見識に基
づく発言を行っております。

　⑤当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が、当該方針に沿うものであると取締役会が
判断した理由
取締役会は、当該事業年度に係る取締役の個人別の報酬等の内容が、取締役会で決議された決定
方針と整合していることから、当該決定方針に沿うものであると判断しております。
なお当社は、取締役及び監査役の指名・報酬等に関する手続きの公正性・透明性・客観性を強化
し、コーポレートガバナンスの充実を図るため、2021年10月1日付けで取締役会の任意の諮問機
関として「指名・報酬委員会」を設置しております。当該事業年度にかかる業績連動報酬（賞
与）につきましては、「指名・報酬委員会」における審議・答申を経て取締役会が決定しており
ます。

⑹　社外役員に関する事項
・重要な兼職先と当社との関係

・当事業年度における主な活動状況
　当事業年度に開催された取締役会は12回、監査役会は14回で、各社外役員の出席状況は次
のとおりであります。
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支 払 額

① 報酬等の額 28,000千円

② 当社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の利益の
      合計額 28,000千円

３．会計監査人に関する事項
⑴　会計監査人の名称：有限責任監査法人トーマツ

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

（注）１. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的にも区分できませんので、①の報酬等の額にはこれ
らの合計額を記載しております。

２. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査人の職務遂行状況及び報酬見積もりの算出根拠
などについて検証を行い、総合的に検討した結果、会計監査人の報酬等の額について同意の判断をい
たしました。

⑶　会計監査人の解任又は不再任の決定方針
　当社の会計監査人の解任又は不再任の決定方針は以下のとおりであります。
　「監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれかに該当すると認められる
場合は監査役全員の同意に基づき会計監査人を解任するほか、会計監査人がその職務を適正に
遂行することが困難と認められる場合、又は再任することが適当でないと判断される場合は、
監査役会の決議により会計監査人の解任又は不再任を株主総会に提出する議案の内容として決
定する。」

－ 15 －



４．業務の適正を確保するための体制及び当該体制の運用状況の概要
　当社は、「取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他
業務の適正を確保するための体制」について、取締役会において基本方針を定め、適宜見直し
を実施しております。取締役会決議の内容の概要及び当該体制の運用状況の概要は以下のとお
りであります。
⑴ 取締役、使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　コンプライアンス体制については、策定済の「経営理念」、「行動指針」及び「コンプラ
イアンス規程」を取締役及び使用人に周知徹底し、法令はもとより社内規程、企業倫理、社
会規範に基づき、良識をもって行動することを徹底している。
　内部監査室は他の本社管理部門及び事業本部から独立した立場で、遵守状況や体制が適切
であるかをチェックする。
　監査役会は内部監査室とも連携を図りつつ、独自の立場で遵守状況や体制が適切であるか
を監視し、問題があれば取締役会に報告する。
　取締役会は問題点の把握と改善に努め、適宜コンプライアンス体制の見直しを図る。
　また、社会秩序や健全な企業活動を脅かす反社会的勢力とは一切の関係を持たず、不当要
求には組織として毅然とした態度で対応する。

【運用状況の概要】
　経営に関わる関係法令の洗い出しを実施し、またコンプライアンス研修やアンケートを定
期的に実施して、コンプライアンス意識の徹底と法令違反等の防止を図っている。
　各部にコンプライアンス・オフィサーを置くとともに、内部通報制度を導入することで、
法令違反等の早期発見と是正を図っている。
　反社会的勢力への対応については、外部専門機関や所轄警察署との協力体制を整えてい
る。

⑵ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　情報管理体制については、「情報管理規程」、「文書管理規程」、「システムセキュリテ
ィ管理規程」及び基準・ガイドラインを定め、情報資産の取扱いと保存・管理の体制を構築
している。

【運用状況の概要】
　取締役会等重要会議の議事録その他重要な情報は、情報管理・システムセキュリティに関
する諸規程に従い、適切に保存され、管理されている。
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⑶ 損失の危険の管理に関する規程その他の体制
　リスク管理体制については、「リスク管理規程」を定め、主要なリスクを認識のうえ、未
然防止対策を講じたり、発生した際のマニュアルを作成する等万全を期している。
　今後更に、全社に内在するリスクを見直し、体系的に管理を強化してゆく。

【運用状況の概要】
　リスク管理規程に基づき主要リスク一覧表・リスクチェックリストを作成。当該リスクチ
ェックリストを使って、全社に内在するリスクを評価し、未然防止対策を検討・実施すると
ともに、結果を取締役会に報告し、リスク管理の実効性を高めることに努めている。とりわ
け、経営ないし事業存続に重大な影響を与えるリスク（トップリスク）についてはモニタリ
ング体制を構築・実施している。
また、重大事項を未然に防ぐ観点から、ＫＲＩ（Key Risk Indicator：重要リスク管理指
標）を設定し、モニタリングする体制を構築・実施している。

⑷ 取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　取締役の担当区分を適切に定めるとともに、経営会議や取締役会で業務計画の策定・計画
の進捗管理等を適切に行うことにより職務執行の効率性を確保している。
　引き続き、施策の妥当性や経営資源の効率的配分等に関する協議や、組織・職務権限等効
率性に係る規程の見直し等により、職務執行の効率性の向上を図ってゆく。

【運用状況の概要】
　中期経営計画、業務計画を作成し、取締役会、経営会議で進捗状況を報告し、管理してい
る。
　取締役の担当区分を決めるとともに職務権限規程を定めて、職務執行の効率化を図ってい
る。意思決定の迅速化と効率化を一層図るため、職務権限規程を適宜見直し、権限委譲を進
めている。

⑸ 企業集団における業務の適正を確保するための体制
　当社においては、該当事項はない。

⑹ 監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関す
る事項並びにその使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合は、協議のうえ、取締役の
指揮命令を受けない使用人を監査役の補助スタッフとして置くことができるものとする。
　当該使用人については、取締役からの独立性及び監査役の指示の実効性を確保するため専
任とし、異動・処遇・懲戒等の人事事項については常勤監査役と事前協議のうえ実施するも
のとする。
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【運用状況の概要】
　現時点では監査役を補助すべき使用人を置いていないが、監査役から求めがあった場合
は、調査・協議のうえ、基本方針に基づいて適切な措置を取る。

⑺ 取締役及び使用人が監査役に報告をするための体制その他の監査役への報告に関する体
制、その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　取締役及び使用人は、当社の業務執行状況、財務の状況、全社的に重大な影響を及ぼす事
項等について監査役へ適宜報告している。監査役に報告をした者に対して、その報告をした
ことを理由として不利益な取扱いを行うことを禁止し、その旨を取締役及び使用人に周知徹
底する。報告体制については今後適宜見直し、強化してゆく。
　監査役は重要な意思決定プロセスや業務執行状況等を把握するため取締役会、経営会議に
出席するとともに、重要情報を閲覧し、必要に応じて取締役及び使用人に説明を求めてい
る。
　監査役が、その職務の執行について生ずる費用の前払い又は精算等の請求をしたときは、
当該監査役の職務の執行に必要でないと認められる場合を除き、速やかに当該費用又は債務
を処理する。

【運用状況の概要】
　監査役は毎月の取締役会、経営会議に出席するとともに、重要書類を閲覧し、また取締役
及び使用人から重要事項について報告を受け、必要に応じて説明を求めることにより、経営
執行状況を監視している。
　また監査役は代表取締役、社外取締役、会計監査人、内部監査室と定期的に意見交換し、
監査の実効性を高めている。

⑻ 財務報告の信頼性を確保するための体制
　代表取締役は「内部統制システムに関する基本方針」及び「財務報告に係る内部統制の基
本方針」に基づき、財務報告に係る内部統制の体制整備を行う。
　取締役会は、財務報告に係る内部統制に関して、適切に監督を行う。

【運用状況の概要】
　財務企画部及び内部監査室が、毎年策定する内部統制評価基本計画に基づき整備状況・運
用状況を評価し、内部統制の有効性を確認している。業務フローの変更等に伴い、業務プロ
セス評価のための図表（業務記述書等）の見直しを実施している。

（注）１．本事業報告中の記載金額は、表示単位未満を切り捨てて表示しております。
２．営業収益等の記載金額には、消費税等は含まれておりません。
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科 目 金 額 科 目 金 額
（資 産 の 部）
【流 動 資 産】
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原 材 料 及 び 貯 蔵 品
前 払 費 用
そ の 他
貸 倒 引 当 金

【固 定 資 産】
（有 形 固 定 資 産）
建 物
構 築 物
機 械 装 置
車 両 運 搬 具
工 具 器 具 備 品
乳 牛
土 地
コ ー ス 勘 定
リ ー ス 資 産
立 木
（無 形 固 定 資 産）
ソ フ ト ウ エ ア
そ の 他
（投資その他の資産）
投 資 有 価 証 券
出 資 金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金　

【4,135,909】
3,638,441

574
262,712
104,259
8,204
37,563
72,589
11,666
△103

【14,885,689】
（13,758,562）
3,661,459
340,088
106,955
10,237
356,279
151,854
8,266,772
729,640
61,887
73,387

（24,470）
5,575
18,895

（1,102,656）
866,878
3,522
46,208
32,040
132,027
44,979
△23,000　

（負 債 の 部）
【流 動 負 債】 【1,293,682】
買 掛 金 76,349
リ ー ス 債 務 44,168
未 払 金 207,262
未 払 費 用 276,178
未 払 法 人 税 等 55,338
前 受 金 114,615
保 険 会 社 勘 定 151,757
預 り 金 13,654
1年内返済予定の長期借入金 100,000
賞 与 引 当 金 62,924
役 員 賞 与 引 当 金 8,938
ポ イ ン ト 引 当 金 1,983
事 業 構 造 改 善 引 当 金 22,860
そ の 他 157,651

【固 定 負 債】 【9,604,924】
長 期 借 入 金 2,800,000
リ ー ス 債 務 156,585
退 職 給 付 引 当 金 30,970
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 74,500
資 産 除 去 債 務 97,838
長 期 預 り 保 証 金 6,445,030

負 債 合 計 10,898,607
（純 資 産 の 部）

【株 主 資 本】 【7,988,390】
資 本 金 4,340,550
資 本 剰 余 金 527,052
資 本 準 備 金 527,052

利 益 剰 余 金 3,139,760
利 益 準 備 金 97,857
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,041,902
繰 越 利 益 剰 余 金 3,041,902

自 己 株 式 △18,971
【評価・換算差額等】 【134,601】
その他有価証券評価差額金 134,601
純 資 産 合 計 8,122,991

資 産 合 計 19,021,599 負 債 及 び 純 資 産 合 計 19,021,599

貸　借　対　照　表
（2021年９月30日現在）

（単位：千円）

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(自　2020年10月 1 日
至　2021年 9 月30日)

科 目 金 額
営 業 収 益 4,846,745
営 業 原 価 4,020,693
営 業 総 利 益 826,051

一 般 管 理 費 619,059
営 業 利 益 206,991

営 業 外 収 益
受 取 利 息 及 び 配 当 金 24,036
会 員 権 消 却 益 147,058
雇 用 調 整 助 成 金 11,325
そ の 他 25,177 207,598

営 業 外 費 用
支 払 利 息 31,530
ゴ ル フ 関 連 調 査 研 究 費 7,150
そ の 他 17,547 56,228
経 常 利 益 358,361

特 別 損 失
固 定 資 産 除 売 却 損 22,876
減 損 損 失 38,047
事 業 構 造 改 善 引 当 金 繰 入 額 22,860 83,784
税 引 前 当 期 純 利 益 274,577
法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 39,158
法 人 税 等 調 整 額 21,382 60,540
当 期 純 利 益 214,036

損　益　計　算　書

（単位：千円）

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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(自　2020年10月 1 日
至　2021年 9 月30日)

株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

自 己 株 式 株 主 資 本
合 計資本準備金 利益準備金

そ の 他
利益剰余金 利益剰余金

合 計繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 4,340,550 527,052 90,876 2,904,663 2,995,539 △18,791 7,844,350
当 期 変 動 額

利益準備金の積立 6,981 △6,981 － －
剰 余 金 の 配 当 △69,815 △69,815 △69,815
当 期 純 利 益 214,036 214,036 214,036
自 己 株 式 の 取 得 △180 △180
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額）

当 期 変 動 額 合 計 － － 6,981 137,238 144,220 △180 144,040
当 期 末 残 高 4,340,550 527,052 97,857 3,041,902 3,139,760 △18,971 7,988,390

評 価 ・ 換 算
差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券
評 価 差 額 金

当 期 首 残 高 61,608 7,905,958
当 期 変 動 額

利益準備金の積立 －
剰 余 金 の 配 当 △69,815
当 期 純 利 益 214,036
自 己 株 式 の 取 得 △180
株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 72,992 72,992

当 期 変 動 額 合 計 72,992 217,032
当 期 末 残 高 134,601 8,122,991

株主資本等変動計算書

（単位：千円）

（注）　記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。
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製品、半製品、仕掛品、原材料の一部 総平均法による原価法
（主に、那須乳業工場のもの） （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に

より算定）
商品、貯蔵品、上記以外の原材料 最終仕入原価法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法に
より算定）

⑴　有形固定資産 建物・構築物・乳牛　　　　　　　　　　定額法
（リース資産を除く） （ただし、2016年３月31日以前取得のゴルフ事業部以外の建物附属設

備及び構築物は定率法）

⑵　無形固定資産 定額法
（リース資産を除く） なお、主な耐用年数は自社利用のソフトウエアが社内における見込利用

可能期間（５年）であります。

注記事項
Ⅰ．重要な会計方針に係る事項

１．資産の評価基準及び評価方法
⑴　有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券
時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に
より算定）

時価のないもの 移動平均法による原価法
⑵　たな卸資産の評価基準及び評価方法

２．固定資産の減価償却方法

その他　　　　　　　　　　　　　　　　定率法
なお、主な耐用年数は建物が15年～50年、構築物が10年～30年であ
ります。

⑶　リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零（残価保証の取決めがある場
合は残価保証額）とする定額法を採用しております。

３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討
し、回収不能見込額を計上しております。
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⑵　賞与引当金 従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しておりま
す。

⑶　役員賞与引当金 役員賞与の支出に備えるため、当事業年度における支給見込額に基づき
計上しております。

⑷　ポイント引当金 顧客に付与したポイント使用に備えるため、将来行使されると見込まれ
る額を計上しております。

⑸　事業構造改善引当金 事業構造改善に伴い今後発生する費用に備えるため、その発生の見込額
を計上しております。

⑹　退職給付引当金 従業員及び執行役員（取締役である執行役員を除く）の退職給付に備え
るため設定しております。
従業員部分につきましては、当事業年度末における退職給付債務及び年
金資産の見込額に基づき計上しております。
執行役員部分については、規程に基づく期末要支給額を計上しておりま
す。
①退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの
期間に帰属させる方法については、給付算定式基準によっておりま
す。

②数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の
平均残存勤務期間以内の一定の年数（９年）による定額法により按分
した額を、それぞれ発生の翌事業年度から費用処理しております。

⑺　役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計
上しております。

４．消費税等の会計処理 消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、固定資産に
係る控除対象外消費税は個々の資産の取得原価に算入しております。
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Ⅱ．表示方法の変更
（「会計上の見積りの開示に関する会計基準」の適用）

「会計上の見積りの開示に関する会計基準」（企業会計基準第31号　2020年３月31日）を当事業年度
の年度末に係る計算書類から適用し、計算書類に重要な会計上の見積りに関する注記を記載しておりま
す。

Ⅲ．重要な会計上の見積り
（固定資産の減損損失の認識の要否）
(1) 当事業年度の計算書類に計上した金額

有形固定資産　13,758百万円
減損損失　　　　　38百万円

(2) 会計上の見積りの内容に関する理解に資する情報
当事業年度においては、経営会議において決議した牛乳製造のＯＥＭ化に伴い、那須乳業工場の当該

製品製造に係る設備が使用中止となったため、関連する資産について減損損失を計上しております。
当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業部を単位として資産をグルーピングしており、固定資産

について、資産グループごと、また、遊休資産については個別物件単位で減損の兆候の有無を判定して
おります。減損の兆候となる主な事象としては、営業活動から生じる損益が継続してマイナス、または
資産の用途もしくは経営戦略の著しい変更、経営環境の著しい悪化等が該当します。

減損の兆候が存在すると判定された場合、当該資産グループから得られる割引前将来キャッシュ・フ
ローの総額と帳簿価額を比較することによって、減損損失の認識の要否を判定します。減損損失の認識
が必要と判定された場合は、当該資産グループの回収可能価額を見積り、当該資産グループの帳簿価額
が回収可能価額を上回る場合には、帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損損失とし
て、当該事業年度の特別損失に計上しております。回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額と
使用価値のいずれか高い方の金額を適用しております。正味売却価額は、処分費用見込額控除後の時価
としており、時価の算定には観察可能な市場取引又は不動産鑑定評価額等の合理的に算定された額を使
用しております。

当社は、当該検討において、経営者の承認を得た翌事業年度以降の事業計画を基礎としております。
事業計画を策定する上での主要な仮定においては、事業区分ごとの過去実績や、マーケットの状況及び
将来性、経営資源の適時投入による成長の可能性、基礎指標となる手数料率や賃料水準、商品価格、来
場者数、顧客単価等の見積り等の諸条件を勘案しております。経営者は各条件が決算日において十分に
合理的と判断しており、翌事業年度の計算書類に重要な影響を与えるような仮定の変動は想定しており
ませんが、将来の不確実な経済条件の変動及び新型コロナウイルス感染の再拡大等により影響を受ける
可能性があります。
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２. 有形固定資産の減価償却累計額 14,324,570千円

建物 1,208,797千円
構築物 698千円
機械装置 3,386千円
土地 3,073,339千円
合計 4,286,222千円

長期借入金 2,900,000千円

Ⅳ．追加情報
（新型コロナウイルス感染症拡大に伴う会計上の見積り）

   新型コロナウイルス感染症の影響については、当社は、前事業年度において当事業年度以降徐々に影響
が縮小すると仮定し策定した中期経営計画に基づき、当事業年度の繰延税金資産の回収可能性の判断や固
定資産の減損損失の判定における会計上の見積もりを行っております。
   なお、新型コロナウイルス感染症の今後の動向については、経済活動が段階的に再開し、持ち直しの動
きがみられる一方で、変異株ウイルスの感染拡大懸念、年末にかけての第６波発生懸念等、依然として不
透明感が残っており、感染の再拡大等により、上述の仮定が見込まれなくなった場合には、将来において
損失が発生する可能性があります。

Ⅴ．貸借対照表に関する注記
１. 現金及び預金のうち保険会社勘定に見合うもの151,757千円は、当社が損害保険代理店として、保険契約

者より領収した損害保険料を損害保険会社に納付するまでの一時預り金であり、資金使途が制限されてお
り専用口座に別途保管しております。

３．担保に供している資産及び担保に係る債務
①　担保に供している資産

②　担保に係る債務
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用途 場所 種類 減損損失

牛乳生産設備 那須乳業工場
（栃木県那須塩原市）

建物 9,153千円
機械装置 17,069千円

工具器具備品 112千円
リース資産 11,712千円

合   計 38,047千円

１．事業年度の末日における発行済株式の数 普通株式 1,404,000株

２．事業年度の末日における自己株式の数 普通株式 7,744株

・配当金の総額 69,815千円
・１株当たり配当額 50円
・基準日 2020年９月30日
・効力発生日 2020年12月21日

・配当金の総額 69,812千円
・１株当たり配当額 50円
・基準日 2021年９月30日
・効力発生日 2021年12月20日

Ⅵ．損益計算書に関する注記
１.  減損損失

当事業年度において、当社は以下の資産グループについて減損損失を計上しました。

当社は、管理会計上の事業区分に基づく事業部を単位として資産をグルーピングしており、固定資産につい
て、資産グループごと、また、遊休資産については個別物件単位で減損の兆候の有無を判定しております。
2021年７月28日に機関決定した低温殺菌牛乳生産のＯＥＭ化に伴い、那須乳業工場の当該製品製造に係る
設備が使用中止となったため、関連する資産について帳簿価額を回収可能価額まで減額し、減損損失として
特別損失に計上しました。
なお、回収可能価額は使用価値により測定しておりますが、将来キャッシュ・フローが見込めないため零と
しております。

２.  事業構造改善引当金繰入額
那須乳業工場の事業構造改善に伴う費用であり、その内容は早期退職者に対する特別退職金等であります。

Ⅶ．株主資本等変動計算書に関する注記

３．配当に関する事項
①　配当金支払額等

2020年12月18日開催の第137期定時株主総会決議による配当に関する事項

②　基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度になるもの
　2021年12月17日開催予定の第138期定時株主総会において次のとおり付議いたします。
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（繰延税金資産）
減損損失 2,321,005千円
資産除去債務 29,938千円
税務上の繰越欠損金 26,580千円
役員退職慰労引当金 22,797千円
賞与引当金 16,429千円
執行役員退職給付引当金 9,476千円
未払事業税 8,048千円
その他 29,275千円
繰延税金資産小計 2,463,552千円
評価性引当額  （注） △2,245,283千円
繰延税金資産合計 218,268千円

（繰延税金負債）
その他有価証券評価差額金 △55,517千円
資産除去債務対応資産 △20,920千円
前払年金費用 △9,804千円
繰延税金負債合計 △86,241千円
繰延税金資産の純額 132,027千円

法定実効税率 30.6％
（調整）
住民税均等割 3.4％
交際費等永久に損金に算入されない項目 3.3％
受取配当金等永久に益金に算入されない項目 △0.6％
評価性引当額 △14.7％
その他 △0.0％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 22.0％

Ⅷ．税効果会計に関する注記
１．繰延税金資産及び繰延税金負債の主な原因別の内訳

（注）評価性引当額の変動の主な内容は、減損損失損金不算入に係る評価性引当額の減少によるものであ
ります。

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な項目別内訳
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Ⅸ．金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

⑴　金融商品に対する取組方針
　設備投資計画に照らして、必要な資金は、自己資金と金融機関からの借入により調達しております。一
時的な余資は主に流動性が高く、安全性の高い金融資産で運用しております。デリバティブ取引は全く利
用しておらず、投機的な取引は行わない方針であります。

⑵　金融商品の内容及びそのリスク
　営業債権である受取手形及び売掛金は、取引先の信用リスクに晒されております。
　投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されており
ます。
　営業債務である買掛金は、そのほとんどが２ヶ月以内の支払期日であります。
　長期借入金は、設備投資に係る資金調達を目的としたものであり、金利は固定金利であります。返済日
は決算日後８年11ヶ月後であります。
　長期預り保証金は、不動産事業における賃貸不動産に係る敷金・保証金及びゴルフ事業におけるゴルフ
場会員からの入会預り保証金であります。
　これらの債務は、流動性リスクに晒されております。
　保険会社勘定は、当社が保険代理店として、保険契約者より領収した損害保険料を損害保険会社に納付
するまでの一時預り金であり、資金使途が制限されており専用口座に別途保管しております。

⑶　金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

　営業債権については、債権管理規程に従い、各事業部門が主要な取引先の状況を定期的にモニタリン
グし、取引相手ごとに期日及び残高を管理するとともに、財務状況の悪化等による回収懸念の早期把握
や軽減を図っております。

②　市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理
　投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況を把握し、また、市況や
取引先企業との関係を勘案して、保有状況を継続的に見直しております。

③　資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理
　各部署からの報告に基づき担当部署が適時に資金繰り計画を作成・更新するとともに、手許流動性の
維持等により流動性リスクを管理しております。

⑷　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額
が含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採
用することにより、当該価額が変動することがあります。
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貸 借 対 照 表 計 上 額
（ 千 円 ）

時 価
（ 千 円 ）

差 額
（ 千 円 ）

⑴ 現 金 及 び 預 金 3,638,441 3,638,441 －
⑵ 受 取 手 形 574 574 －
⑶ 売 掛 金 262,712 262,712 －
⑷ 投 資 有 価 証 券 367,948 367,948 －

資 産 計 4,269,677 4,269,677 －
⑴ 買 掛 金 76,349 76,349 －
⑵ 未 払 費 用 276,178 276,178 －
⑶ 未 払 法 人 税 等 55,338 55,338 －
⑷ 保 険 会 社 勘 定 151,757 151,757 －
⑸ 預 り 金 13,654 13,654 －
⑹ 長 期 借 入 金 ( ※ ) 2,900,000 2,932,787 32,787
⑺ 長 期 預 り 保 証 金 647,830 637,345 △10,485

負 債 計 4,121,109 4,143,412 22,302

２．金融商品の時価等に関する事項
　2021年９月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（（注）２．参照）。

（※）長期借入金には、１年内返済予定分を含めております。

（注）１．金融商品の時価の算定方法及び投資有価証券に関する事項
資　産
⑴　現金及び預金、⑵　受取手形、⑶　売掛金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

⑷　投資有価証券
　投資有価証券の時価は、株式等は取引所の価格によっております。
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区 分 貸借対照表計上額（千円）

非 上 場 株 式 498,929

入 会 預 り 保 証 金 5,797,200

負　債
⑴　買掛金、⑵　未払費用、⑶　未払法人税等、⑷　保険会社勘定、⑸　預り金

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

⑹　長期借入金
　長期借入金の時価は、元利金の合計額を残存期間及び信用リスクを加味した利率で割り引いた現在
価値により算定しております。

⑺　長期預り保証金
　長期預り保証金の時価は、合理的に見積もった返還予定時期に基づき、信用リスクを加味した利率
で割り引いた現在価値により算定しております。

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

　非上場株式については、市場価格がなく、かつ、将来キャッシュ・フローを見積もることができず、
時価を把握することが極めて困難と認められるため、「資産　⑷　投資有価証券」には含めておりませ
ん。
　また、入会預り保証金は、将来キャッシュ・フローの発生時点を合理的に見積もることができず、時
価を把握することが極めて困難と認められるため、「負債　⑺　長期預り保証金」には含めておりませ
ん。
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賃貸収益
（千円）

賃貸費用
（千円）

差　　額
（千円）

その他（売却損益等）
（千円）

賃 貸 等 不 動 産 909,114 436,894 472,219 △5,065
賃貸等不動産として使用
される部分を含む不動産 301,715 170,255 131,460 △2,600

貸借対照表計上額（千円） 当 事 業 年 度 末
の 時 価 ( 千 円 )当事業年度期首残高 当事業年度増減額 当事業年度末残高

賃 貸 等 不 動 産 8,007,244 △40,879 7,966,364 13,553,230
賃 貸 等 不 動 産 と し て 使 用
さ れ る 部 分 を 含 む 不 動 産 2,330,649 145,893 2,476,543 4,310,000

１株当たり純資産額 5,817円70銭
１株当たり当期純利益 153円29銭

Ⅹ．賃貸等不動産に関する注記
⑴　賃貸等不動産の状況に関する事項

　当社では、東京都等において、賃貸収益を得ることを目的として賃貸オフィスビル等（土地を含む）を所
有しております。なお、賃貸オフィスビルの一部は当社が使用しているため、賃貸等不動産として使用され
る部分を含む不動産としております。
　賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する2021年９月期における損益
は、次のとおりであります。

（注）１. 賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産には、サービスの提供及び経営管理として当社が使
用している部分も含むため、当該部分の賃貸収益は計上されておりません。当該不動産に係る費用
（減価償却費、修繕費、保険料、租税公課等）については、賃貸費用に含まれております。

２. 「その他」は固定資産除却損であり、特別損失に計上されております。

⑵　賃貸等不動産の時価に関する事項
　これら賃貸等不動産及び賃貸等不動産として使用される部分を含む不動産に関する貸借対照表計上額、当
事業年度増減額及び時価は、次のとおりであります。

（注）１. 貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額を控除した金額であります。
２. 賃貸等不動産の当事業年度増減額のうち、主な増加額はリニューアル（78,498千円）であり、主な

減少額は不動産除却（5,065千円）、減価償却（115,438千円）によるものであります。賃貸等不動
産として使用される部分を含む不動産の当事業年度増減額うち、主な増加額はリニューアル
（174,667千円）であり、主な減少額は不動産除却（2,600千円）、減価償却（26,172千円）によ
るものであります。

３. 当事業年度末の時価は、主として社外の不動産鑑定士による不動産鑑定評価書に基づく金額でありま
す。ただし、直近の評価時点から、一定の評価額や適切に市場価格を反映していると考えられる指標
に重要な変動が生じていない場合には、当該評価額や指標を用いて調整した金額によっております。

Ⅺ．１株当たり情報に関する注記
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独立監査人の監査報告書
　 2021年11月10日
ホウライ株式会社

取締役会　御中
有限責任監査法人　トーマツ
         東     京     事     務     所 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 大 竹 貴 也 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 原 田  達 ㊞

　
監査意見

当監査法人は、会社法第436条第2項第1号の規定に基づき、ホウライ株式会社の2020年10月１日から
2021年9月30日までの第138期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変
動計算書、重要な会計方針及びその他の注記並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）につい
て監査を行った。

当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準
拠して、当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

監査意見の根拠
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査

の基準における当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監
査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としての
その他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手したと判断している。

計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を

作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切
であるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業
に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。

会計監査人の監査報告書
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計算書類等の監査における監査人の責任
監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重

要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等
に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は
集計すると、計算書類等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると
判断される。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職
業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対
応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見
表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。

・　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査
人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する
内部統制を検討する。

・　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見
積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

・　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した
監査証拠に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不
確実性が認められるかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合
は、監査報告書において計算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する
計算書類等の注記事項が適切でない場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求
められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事
象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に
準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並び
に計算書類等が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別
した内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項
について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵
守したこと、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去又は軽
減するためにセーフガードを講じている場合はその内容について報告を行う。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

－ 33 －



監　査　報　告　書
　当監査役会は、2020年10月１日から2021年９月30日までの第138期事業年度における取締役の職務の
執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり
報告いたします。

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
⑴　監査役会は、監査の方針、監査計画、各監査役の職務の分担等を定め、取締役会の議題について事前

に審議するほか、各監査役から監査の実施状況及び結果について報告を受け、意見交換を行いました。
また、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め
ました。

⑵　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、監査計画、職務の分担等に
従い、取締役、内部監査部門その他の職員等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査環境の整備に努め
るとともに、以下の方法で監査を実施しました。
①　取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び職員等からその職務の執行状況について報告を受

け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において業務及び
財産の状況を調査いたしました。

②　事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項
及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体
制（内部統制システム）について、監査役会が定めた内部統制システムに係る監査役監査の実施基準
に準拠し、取締役及び職員等からその構築及び運用の状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求め、意見を表明いたしました。

③　会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第
131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審議会）
等に準拠して整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損
益計算書及び株主資本等変動計算書）及びその附属明細書について検討いたしました。

監査役会の監査報告書
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２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認め
ます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は認められま
せん。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シス
テムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められま
せん。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人である有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2021年11月16日
ホウライ株式会社　監査役会

常勤監査役 斎 藤 淳 一 ㊞
監査役（社外監査役） 国 吉  誠 ㊞
監査役（社外監査役） 三 浦 芳 美 ㊞

　
以　上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　当社は、株主の皆様への利益還元として安定的・継続的な配当を行うとともに、事業の成長・拡大
に資する将来の投資への備えや企業価値の向上のため、内部留保の充実を図っていくことを基本方針
としております。
　上記の方針に沿い、当期の期末配当を以下のとおりとさせていただきたいと存じます。
１．配当財産の種類

金銭
２．株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社株式１株につき50円　総額69,812,800円
３．剰余金の配当が効力を生じる日

2021年12月20日（月曜日）
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

①
てら

寺
 

　
 

　
もと

本
 

　
 

　
とし

敏
 

　
 

　
ゆき

之
(1958年９月15日生)

    1981年    4 月 株式会社三井銀行入行
    2014年    4 月 株式会社三井住友銀行取締役兼専務執行役員
    2015年    6 月 株式会社三井住友フィナンシャルグループ

取締役
    2019年    6 月 当社入社副社長執行役員
    2019年    12月 代表取締役社長兼社長執行役員（現任）

1,900株

②
もり

森
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
よし

禄
 

　
 

　
ひろ

弘
(1960年２月14日生)

    1982年    4 月 株式会社三井銀行入行
    2010年    4 月 株式会社三井住友銀行日本橋法人営業部長
    2012年    4 月 当社入社観光事業本部長兼千本松事務所副所長
    2012年    12月 取締役兼執行役員総合企画部長兼システム室長
    2013年    12月 常務取締役兼常務執行役員総合企画部長兼シ

ステム室長
    2014年    10月 常務取締役兼常務執行役員システム室長兼総

合企画部担当
    2015年    12月 常務取締役兼常務執行役員不動産事業本部担当兼

乳業事業本部担当兼観光事業本部担当兼ゴルフ事
業本部担当兼営業推進部担当

    2016年    4 月 常務取締役兼常務執行役員不動産事業本部担当兼
千本松牧場本部担当兼ゴルフ事業本部担当

    2017年    12月 専務取締役兼専務執行役員不動産事業本部担当兼
千本松牧場本部担当兼ゴルフ事業本部担当

    2018年    2 月 専務取締役兼専務執行役員千本松事務所長兼
不動産事業本部担当兼千本松牧場本部担当兼
ゴルフ事業本部担当

    2018年    4 月 取締役兼専務執行役員千本松事務所長兼不動
産事業本部担当兼千本松牧場本部担当兼ゴル
フ事業本部担当

    2020年    4 月 取締役兼専務執行役員千本松事務所長兼千本松
牧場本部担当兼ゴルフ事業本部担当（現任）

1,800株

第２号議案　取締役７名選任の件
　本定時株主総会終結の時をもって、取締役全員（７名）が任期満了となります。これに伴い、取締
役７名の選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

③
はやし

林
 

　
 

　
 

　
 

　
 

　
ちか

周
 

　
 

　
き

毅
(1959年２月13日生)

    1981年    4 月 株式会社三井銀行入行
    2011年    4 月 株式会社三井住友銀行法人企業統括部部長
    2012年    4 月 当社入社保険事業本部副本部長
    2012年    12月 取締役兼執行役員保険事業本部副本部長
    2013年    12月 常務取締役兼常務執行役員保険事業本部長兼

保険事業本部東京保険部長
    2017年    10月 常務取締役兼常務執行役員総務部副担当兼人

事部副担当
    2017年    12月 常務取締役兼常務執行役員総務部担当兼人事

部担当
    2018年    4 月 取締役兼常務執行役員総務部担当兼人事部担当
    2018年    12月 取締役兼専務執行役員総務部担当兼人事部担当
    2020年    3 月 取締役兼専務執行役員保険事業本部担当（現任）

2,300株

④
はぎ

萩
 

　
 

　
お

尾
 

　
 

　
てつ

哲
 

　
 

　
や

也
(1962年２月19日生)

    1985年    4 月 株式会社三井銀行入行
    2009年    10月 株式会社三井住友銀行企業情報部上席推進役
    2012年    4 月 当社入社保険事業本部業務部上席業務推進役
    2012年    8 月 保険事業本部業務部長兼東京保険部営業管理部長
    2014年    10月 総合企画部長
    2014年    12月 執行役員総合企画部長
    2015年    12月 取締役兼執行役員総合企画部長兼システム室長
    2017年    4 月 取締役兼執行役員総合企画部長兼システム室担当
    2017年    12月 常務取締役兼常務執行役員総合企画部長兼シ

ステム室担当
    2018年    4 月 取締役兼常務執行役員総合企画部長兼システ

ム室担当
    2018年    12月 取締役兼常務執行役員総合企画部長兼財務企

画部担当兼システム室担当
    2019年    10月 取締役兼常務執行役員総合企画部長兼財務企

画部担当兼情報システム部担当
    2020年    4 月 取締役兼常務執行役員総合企画部長兼財務企

画部担当兼情報システム部担当兼不動産事業
本部担当

    2020年    10月 取締役兼常務執行役員総合企画部長兼財務企
画部担当兼ＩＴ統括部担当兼不動産事業本部
担当（現任）

1,800株
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候補者
番　号

氏　　　　　名
（生 年 月 日）

略 歴 、 地 位 及 び 担 当 並 び に
重 要 な 兼 職 の 状 況

所 有 す る
当社株式の数

⑤
うえ

上
 

　
 

　
だ

田
 

　
 

　
よし

良
 

　
 

　
ひで

英
(1959年12月12日生)

    1984年    4 月 株式会社三井銀行入行
    2009年    4 月 株式会社三井住友銀行日比谷支店長
    2011年    4 月 当社入社総務部兼総合企画部兼内部統制室担

当部長
    2011年    8 月 不動産事業本部業務部兼総務部担当部長
    2012年    8 月 乳業事業本部長兼乳業事業本部那須乳業工場

長兼牧場長
    2014年    12月 執行役員乳業事業本部長兼営業推進部長
    2016年    4 月 執行役員人事部長
    2017年    12月 取締役兼執行役員人事部長
    2020年    3 月 取締役兼執行役員人事部長兼総務部担当
    2020年    4 月 取締役兼常務執行役員人事部長兼総務部担当

（現任）

1,600株

⑥
しば

柴
 

　
 

　
た

田
 

　
 

　
まさ

征
 

　
 

　
のり

範
(1970年10月20日生)

    1997年    4 月 東京弁護士会登録、虎門中央法律事務所入所
    2006年    4 月 虎門中央法律事務所パートナー（現任）
    2007年    3 月 日本弁護士連合会代議員
    2007年    4 月 東京弁護士会常議員
    2015年    12月 当社社外取締役（現任）

0株

重要な兼職の状況
虎門中央法律事務所弁護士　パートナー

⑦
む

武
 

　
 

　
とう

藤
 

　
 

　
たか

隆
 

　
 

　
あき

明
(1956年11月28日生)

    1979年    6 月 株式会社三越入社
    2017年    4 月 株式会社三越伊勢丹ホールディングス常務執

行役員リスクマネジメント室長
    2018年    6 月 同社取締役常務執行役員ＣＡＣＯ
    2019年    4 月 同社取締役常務執行役員ＣＡＯ

2020年    12月 当社社外取締役（現任）

0株

（注）１. 各候補者と当社との間には、いずれも特別の利害関係はありません。
２. 柴田征範氏及び武藤隆明氏は、社外取締役候補者であります。
３. 取締役候補者とした理由等
(1)　寺本敏之氏は、経営者として長年にわたる豊富な経験・実績・見識に基づき、取締役としての職務

を果たすことにより、企業価値の向上に寄与することができると期待したためです。
(2)　森禄弘氏は、本社・事業部門両面での豊富な経験を有しており、当社の継続的発展のために重要な

千本松事業を推進することで、企業価値の向上に寄与することできると期待したためです。
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(3)　林周毅氏は、本社・事業部門両面での豊富な経験を有しており、国内各地に事業所を有し最大の人
員を擁する保険事業を統括して、経営基盤を強化することで、企業価値の向上に寄与することがで
きると期待したためです。

(4)　萩尾哲也氏は、本社・事業部門での豊富な経験を有しており、経営計画の着実な達成、業務改革の
推進によって、企業価値の向上に寄与することができると期待したためです。

(5)　上田良英氏は、本社・事業部門での豊富な経験を有しており、人事戦略の実現、コンプライアン
ス・リスク管理、コーポレート・ガバナンスの充実によって、企業価値の向上に寄与することがで
きると期待したためです。

(6)　柴田征範氏は、弁護士としての豊富な経験と専門知識を有しており、主にコンプライアンスの観点
から有益なアドバイスをいただけるものと期待したためです。なお、同氏は直接経営に関与された
経験はありませんが、弁護士として培ってきた知識や経験並びに高い法令遵守の精神を有しておら
れることから、社外取締役としての職務を適切に遂行していただけるものと判断しております。

(7)　武藤隆明氏は、小売業（百貨店業）での経験に加えて、長年にわたり総務、人事、財務経理、リス
クマネジメント、ＣＳＲなど管理部門で培った豊富な経験と知見を有しており、その豊富な見識を
活かして有益なアドバイスをいただけるものと期待したためです。

４. 柴田征範氏は、現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本定時株主総会終結の時
をもって６年であります。

５. 武藤隆明氏は、現に当社の社外取締役であり、その就任してからの年数は、本定時株主総会終結の時
をもって１年であります。

６. 柴田征範氏及び武藤隆明氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として届け出ており、両氏の
再任が承認された場合は、引き続き独立役員になる予定であります。

７. 当社は、柴田征範氏及び武藤隆明氏との間で、会社法第423条第１項の損害賠償責任について、会社
法第425条第１項に定める最低責任限度額をその責任の限度とする旨の契約を締結しております。両
氏の再任が承認された場合は、両氏との当該契約を継続する予定であります。

８. 当社は、保険会社との間で、会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険契約を締結し
ており、被保険者が会社の役員等地位に基づき行った行為（不作為を含む。）に起因して損害賠償請
求がなされたことにより、被保険者が被る損害賠償金や訴訟費用などが補填されることとなります。
各候補者が選任された場合は、当該保険契約の被保険者となります。なお、当該保険契約は次回更新
時においても同様の内容で更新することを予定しております。
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氏　名 役　職 企業
経営

財務
会計

法務
リスク管理
コンプライ

アンス

ＩＴ 業界
知見

寺本　敏之
代 表 取 締 役 社 長
兼 社 長 執 行 役 員 〇 〇 〇 〇

森　　禄弘 取締役兼専務執行役員 〇 〇 〇 〇

林　　周毅 取締役兼専務執行役員 〇 〇 〇

萩尾　哲也 取締役兼常務執行役員 〇 〇 〇 〇

上田　良英 取締役兼常務執行役員 〇 〇 〇

柴田　征範 取締役（独立社外役員） 〇 〇

武藤　隆明 取締役（独立社外役員） 〇 〇 〇 〇

斎藤　淳一 常 勤 監 査 役 〇 〇

国吉　　誠 監査役（独立社外役員） 〇 〇 〇

三浦　芳美 監査役（独立社外役員） 〇 〇 〇 〇

【ご参考】取締役及び監査役のスキルマトリックス
　本総会において第２号議案が原案どおり承認可決された場合の取締役及び監査役の構成並びに各人のスキルマ
トリックスは、以下のとおりです。
　なお、以下の一覧表は各自が有する全ての知見や経験を表すものではありません。

以　上
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定時株主総会会場ご案内図
会　場 東京都中央区日本橋茅場町三丁目２番10号

鉄鋼会館（７階）701号会議室　ＴＥＬ：0120－404855

交　通

東京メトロ 東西線 「茅場町駅」 12番出口 徒歩５分
日比谷線 「茅場町駅」 ２番出口 徒歩５分

「八丁堀駅」 Ａ５番出口 徒歩５分
都営地下鉄 浅草線 「日本橋駅」 Ｄ１番出口 徒歩10分
ＪＲ線 各線 「東京駅」 八重洲中央口 徒歩15分

京葉線 「八丁堀駅」 Ｂ１番出口 徒歩10分
　

Ｎ

東京駅

宝町ランプ 中央警察署

スマイルホテル
東京日本橋

ホテル
サードニクス
東京

ファミリー
マート

日本橋
消防署

ＪＲ ＪＲ

日枝神社
（日本橋摂社）

東京証券会館

プレナス

Tomod’s

髙島屋 都営浅草線
日本橋駅

東西線
茅場町駅

12

Ｄ１

Ｄ４

Ｄ２

八重洲中央口

平成通り 茅場町

茅場町１

八丁堀２

新大橋通り

昭和通り

日比谷線八丁堀駅 日比谷線茅場町駅

鉄鋼会館
２ ６

３１

Ａ５Ａ３

Ａ４Ｂ１Ａ１

浅草線日本橋駅

八丁堀

永
代
通
り

Ｐ
Ｍ
Ｏ

八
重
洲
通

エ
ー
ス
証
券

京
葉
線
八
丁
堀
駅

鍛
冶
橋
通
り 八

重
洲
通
り

東
西
線
茅
場
町
駅

●の表示は、目印となる建物や店舗を表わしています。
□の表示は、地下鉄等の出口及び出口番号を表わしています。

首都高速

大垣共立銀行

東日本銀行

京橋１

11

◎駐車場の用意はいたしておりませんので、お車でのご来場はご遠慮くださいますようお願い申し上げます。


